
-

（ ）

医療分野の研究開発関連、科学技術・イノベーション

年度

-

-

・「第５期科学技術基本計画」（平成２８年１月２２日閣議決
定）
・「国の研究開発評価に関する大網的指針」（平成２０年１０月
３１日内閣総理大臣決定）
・「日本再興戦略2016」（平成２８年６月２日閣議決定）
・「科学技術イノベーション総合戦略2016」（平成２８年５月２４
日閣議決定）
・「健康・医療戦略」（平成２６年７月２２日閣議決定）
・「医療分野研究開発推進計画」（平成２６年７月２２日健康・
医療戦略推進本部決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0881

年度-

10

-

-

-

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

0 0 ▲ 29 29 0

- 11,063

執行率（％） - - -38148%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

糖尿病などの生活習慣病、脳卒中を含む循環器疾患、呼吸器系疾患、筋骨格系・結合組織疾患及び泌尿器系疾患、高齢者の生活の質を大きく低下させる
疾患、次世代を担う小児・周産期の疾患、エイズ、肝炎など多岐にわたる疾患等に対し、患者や社会のニーズ、医療上及び経済上のニーズをも十分に意識し
つつ、先制医療や新たな医薬品や診断・治療方法の開発、医療機器等の開発を推進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

-

29

補正予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

糖尿病などの生活習慣病、脳卒中を含む循環器疾患、呼吸器系疾患、筋骨格系・結合組織疾患及び泌尿器系疾患、高齢者の生活の質を大きく低下させる
疾患、次世代を担う小児・周産期の疾患、エイズ、肝炎など多岐にわたる疾患等に対し、患者や社会のニーズ、医療上及び経済上のニーズをも十分に意識し
つつ、先制医療や新たな医薬品や診断・治療方法の開発、医療機器等の開発を推進する。

-

-

- -

▲ 29

-

25年度

事業番号

医療研究開発推進事業費補助金（その他）（保健衛生医療調
査等推進事業費補助金を含む） 担当部局庁 大臣官房、老健局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室
厚生科学課、総務課認知症施策推
進室

椎葉　茂樹、水谷　忠由

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

社会保障、文教及び科学振興

-

-

-

実施方法

％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・健康・医療戦略推進法
(平成２６年５月３０日法律第４８号)
・国立研究開発法人日本医療研究開発機構法
(平成２６年５月３０日法律第４９号)

主要政策・施策

一般会計

47,358の内数

8,895の内数 8,514の内数

47,759の内数

－ －

－



計

医療研究開発推進事業費
補助金

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- - 510 -

-

28
25年度 26年度 27年度

【医療分野研究開発推進計画のフォローアップ】
～平成２７年度末時点のそれぞれの研究事業の実行状況
・地球規模保健課題解決推進については、WHO等の国際機関と適宜連携し
ながら我が国の知見や経験を基盤に各国の状況に沿った対策を作成・提案
する研究を実施した。

・糖尿病などの生活習慣病や脳卒中を含む循環器疾患については、｢循環
器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業｣により診断・治療方法等、
生活習慣病に係わる保健・医療の更なる向上を目指す研究を推進してい
る。平成27年度では、51件の研究事業を実施した。

・高齢者については、長寿科学研究開発事業により、高齢者の生活の質を
低下させる疾患の診断法、治療法開発及び基盤となる技術の開発、実用化
に関する研究を実施した。

・妊娠期・周産期・小児期の疾患については、成育疾患克服等総合研究事
業において、生殖補助医療、不育症、母子感染、低出生体重児等に関する
病態解明や予防方法・治療方法の開発研究等を実施した。

・筋骨格系疾患のうち慢性疼痛をきたす疾患については、「慢性の痛み解明
研究事業」において、泌尿器系疾患のうち腎疾患については、「腎疾患実用
化研究事業」において、病因病態解明や治療法開発に資する研究を推進し
た。

・免疫アレルギー疾患については、「免疫アレルギー疾患等実用化研究事
業」において、病因病態解明や治療・予防法開発に資する研究を行った。

・エイズについては「エイズ対策実用化研究事業」において、HIV感染症およ
び合併病態についての病態機序解明、新規治療薬・ワクチン開発に資する
研究を行った。

・肝炎については、「肝炎等克服実用化研究事業（肝炎等克服緊急対策研
究事業、B型肝炎創薬実用化等研究事業）」により、肝炎治療実績の大幅な
改善につながる成果の獲得を目指して、肝炎に関する基礎・臨床研究、Ｂ型
肝炎に対する画期的な新規治療薬の開発を目指す研究等を実施した。

・障害者における身体機能の低下や喪失の予防に役立つ技術開発について
は、「障害者対策総合研究開発事業(その他)」により、推進した。

-

- - - - -

目標最終年度

歳出予算目平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

保健衛生医療調査等推進
事業費補助金

計算式 　　Ｘ/Ｙ

-

-

26年度

単位

－

- - -

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

国立研究開発法人日本医
療研究開発機構の業務の
実績等に関する評価（その
他の健康・医療戦略の推進
に必要となる研究開発等）
において、標準（Ｂ）以上の
評価を得る。

28年度当初予算

10,744/510-

百万円

単位

Ｘ：「執行額」／Ｙ：「契約件数（補助・委託）」

単位当たり
コスト

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

当該事項については「医療分野研究開発推進計画」に位置づけ
られた達成目標がないため、定性的な成果目標と達成状況につ
いては、医療分野研究開発推進計画にも規程されたフォローアッ
プを用いて、同計画の事業の検証を行っている。

件

代替目標 代替指標
中間目標

- 年度

契約件数（補助・委託）

単位

国立研究開発法人日本医
療研究開発機構の業務の
実績等に関する評価
（S,A,B,C,Dの5段階評価）

－目標値

- -

- -

実績

定量的な目標が設定できない理由

達成度 ％

-

28年度活動見込

- - 21

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

0 0

活動指標

-

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

活動実績

27年度

定性的な成果目標と25～27年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

年度

43,355の内数

47,759の内

4,404の内数

集計中

Ｂ以上Ｂ以上

集計中



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

健康・医療戦略推進専門調査会による「医療分野研究
開発推進計画」の実行状況に係るフォローアップの結果
（全体評価）

前年度の評価を上回る評価を得る

全体として、順調に進捗していると評価する。

実績値 - -

施策 厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施及び医薬品等の研究開発の促進並びに保健衛生分野の調査研究の充実を図ること

政策 研究を支援する体制を整備すること

-

定性的指標
目標年度

前年度
の評価
を上回
る評価
を得る

32年度

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

医療分野研究開発推進計画は、健康・医療戦略推進本部の下でPDCAサイクルを回すことになっており、すべての施策のフォローアップを行うことと
なっている。健康・医療戦略推進法第21条に規程される医療分野研究開発推進計画の作成及び実施の推進に係る専門的な事項の調査を任務とす
る健康・医療戦略推進専門調査会においてのフォローアップ結果の評価を高めることで、厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施及び医薬
品等の研究開発の促進並びに保健衛生分野の調査研究の充実を図る。

-

- -

改革
項目

分野： 社会保障
㉓マイナンバー制度のインフラ等を活用した取組
（ⅲ）医療等分野における研究開発の促進

施策の進捗状況（実績）

26年度 27年度

-

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

単位

-

-

-

-

年度

施策の進捗状況（目標）目標

年度

- -成果実績

-

- -

年度

- -

目標値 -

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位
-

計画開始時
27年度 28年度

- - - -

年度

中間目標

-

-

目標値

-

目標最終年度

本事業のうち、臨床研究等ICT基盤構築研究事業において、既存の医療情報の各種データベースの連結・相互利用を可能にすること等について検
討する。



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

申請のあった研究計画に対してAMEDが評価を行った上で、
必要な経費を交付する、という研究費の性質に鑑みるに受
益者との負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

－

受益者との負担関係は妥当であるか。

「競争的資金における使用ルール等の統一について」（平成
27年3月31日競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わ
せ）等に基づき、研究者及び研究機関が研究資金を効果的・
効率的に活用できるよう、所要の見直しを行うなど工夫を順
次行っている。

‐ －

○

○

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

－

成果実績は概ね目標どおりとなっている。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

各研究課題ごとに成果目標等は異なるが、国内の試験研究
機関や大学等に所属する研究者や医療分野に係る基礎か
ら実用化までの一貫した研究開発を推進する日本医療研究
開発機構に対して、当該研究課題を達成するために必要な
経費の補助を行っているため、政策目的の達成手段として
必要かつ適切な事業である。また、厚生労働行政が所管す
る医療分野のなかでも特に推進すべき諸課題に関する研究
を実施するため、優先度が高い事業となっている。

研究課題毎に必要な研究費の額は異なるため一概には比
較できないが、概ね研究計画にそって事業を実施できている
ため妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。
成果は、論文等により社会に発信され、また、AMEDホーム
ページ等での公表により研究者・研究機関及び国民に活用
されている。

○

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されてい
る。

○
　研究開発の委託等の支出先の選定に当たっては、課題等
の採択プロセスにおいて、第三者の委員により構成される採
択審査委員会等を開催し、専門的かつ厳格な審査を行って
おり妥当である。
　また、調達に関しては、支出先の選定に当たり、執行機関
の日本医療研究開発機構においては原則として一般競争入
札を選定しているが、新たに随意契約を締結することとなる
案件については、機構内に設置された契約審査委員会に報
告し、会計規定との整合性や、より競争性のある調達手続の
実施の可否の観点から点検を受けることとなっており、監事
及び外部有識者によって構成する契約監視委員会において
事後点検を行い、その審議概要を公表するなど専門的かつ
厳格な審査を行っており妥当である。

○

評　価項　　目

少子高齢化の進展、疾病構造の変化、国民を取り巻く社会
環境の変化、国民のニーズの多様化・高度化及び世界に先
駆けて超高齢社会を迎える我が国における健康長寿社会の
形成などに的確に対応した厚生労働行政が広く国民より求
められている。
それらのニーズに対応するためには、産官学の各分野が協
力して新しい知見を生み出し、適切妥当な科学的根拠に立
脚した行政施策の実施、基礎から実用化までの一貫した研
究開発を推進する必要があるため、これらの施策を達成す
るには国費を投入する必要がある。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

AMEDにおける支出は、審査等の、事業の遂行に必要な経
費に限定されており、合理的なものとなっている。

「健康・医療戦略」、「医療分野研究開発推進計画」、「第５期
科学技術基本計画」、「科学技術イノベーション総合戦略
2016」等に基づく医療分野研究開発事業であり、国が実施す
べきである。

○



点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

880

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

所管府省・部局名

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業番号

関
連
事
業

厚生労働科学研究費補助金（厚生労働
行政推進調査事業費補助金）

-

平成24年度

平成27年度

厚生労働科学研究のうち、医療分野の研究については、国
立研究開発法人日本医療研究開発機構に一元化することと
なったが、その他の厚生労働行政の推進に資する研究（食
品安全、労働安全衛生、健康安全・危機管理等に係る研究）
については、引き続き厚生労働省で行うこととなっており、性
質を異にするもので、適切な役割分担となっている。
　基礎研究から出口（実用化・事業化）までを見据えた研究
開発等推進のため、戦略的イノベーション創造プログラムに
おいて内閣府に計上される調整費は、「医療分野の研究開
発関連の調整費に関する配分方針」（平成２６年６月１０日健
康・医療戦略推進本部決定）に基づき、健康・医療戦略推進
本部決定により現場の状況・ニーズに対応した予算配分及
び推進本部による機動的な予算配分がなされるもので、医
療研究開発推進事業費補助金とは性質を異にするもので、
適切な役割分担となっている。（執行は一体として行う。）

平成25年度

-

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

戦略的イノベーション創造プログラム
（健康・医療分野）

内閣府　政策統括官（科学技術・イノベー
ション担当）

点検結果

914

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、各研究事業の適切かつ効果的な実施及び研究費予算の効率的な執行を図る必要がある。

　平成27年度において、成果目標に対する成果実績も達成され、執行率はほぼ100％であり、各研究事業の適切かつ効果的な実施及び研究
費予算の効率的な執行を図ったところである。

事業名

○

-

-

平成23年度

厚生労働省大臣官房厚生科学課



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

※表示単位未満を四捨五入して記載しているため、各項目の足し上げ額と記載の合計額とは一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省
１１,０６３百万円

【医療研究開発推進事業費補助金：１１，０６３百万円】
国立研究開発法人 日本医療研究開発機構 （ＡＭＥＤ）

【 補助 】

Ａ
医療研究開発推進事業費補助金

１３０百万円

企業等
（全４６機関）

【 一般競争等・物品購入等 】

Ｂ
医療研究開発推進事業費補助金

１０，７４４百万円

研究者等
（全５１０件）

【 随意契約（その他等）・委託事業 】

内閣府
３,０２９百万円

審査、評価等関連業務経費 研究を実施

補助事業の管理等に係
る事務費
①人件費 145百万円
②旅費 43百万円
③その他 0.7百万円



支出先上位１０者リスト
A.

平成27年度国内外におけ
る遺伝子診療の実態調査
業務

未診断疾患患者に関する
調査研究

国際ワークショップの開催
支援業務 一式

合同成果報告会　運営支
援業務

会場借料

出張録音・テープ起こし業
務他

研究評価支援システム導
入及び保守管理業務他

肝炎シンポジウム運営支
援業務一式

資料の印刷及びファイリン
グ業務

パンフレット制作

3

3

8

3

3

2

1

1

4010501024410

6010001056290

5011101042529

-

-

-

一般競争入札

一般競争入札

随意契約
（少額）

- 100％

100％

4 92.5％

法　人　番　号

3010001024705

9010001144299

3013301015869

5010001137769

9010001027784

2013405000693

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札

1 99.3％

一般競争入札

随意契約
（少額）

随意契約
（その他）

-

-2

6010001030403 99

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一般競争入札

一般競争入札

一般競争入札

2 97.1％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

10

-

2 83.2％

2

3

9

6

1

6 88.6％

-

3 64.9％

8

7

5 - 100％

5 84.6％

4

計 99 計 960

206

費　目 使　途
金　額

(百万円）

99

旅費

人件費 89

26

B. 国立研究開発法人国立国際医療研究センター

物品費
平成27年度国内外における遺伝子診療の
実態調査業務

費　目

備品、消耗品等の購入費用

旅費

使　途

役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）
人件費

間接経費 研究遂行に関連して必要な経費

金　額
(百万円）

A. 株式会社三菱総合研究所

302

その他 印刷費、外注費等 337

株式会社三菱総合
研究所

トムソン・ロイター・プ
ロフェッショナル株式
会社

株式会社シード・プラ
ンニング

株式会社ステージ

東京コンファレンスセ
ンター・有明

扶桑速記印刷株式
会社

特定非営利活動法
人医療ネットワーク
支援センター

株式会社ディーワー
クス

株式会社ブルーホッ
プ

株式会社オルト・プラ
ンニング



B

22

23

20

21

国立大学法人京都
大学

3130005005532 - 401 - - - -

国立研究開発法人
国立成育医療研究
センター

6010905002126 - 398 - - - -

14

15

12

13

国立大学法人大阪
大学

4120905002554

B型肝炎ウイルス感染受容
体の分離・同定と感染系の
樹立及び感染系による病
態機構の解析と新規抗
HBV剤の開発

184
随意契約
（その他）

- 100％ -

18

19

16

17

国立感染症研究所 6000012070001
Ｂ型肝炎ウイルスの感染複
製機構の解明に関する研
究

78
随意契約
（その他）

- 100％ -

国立感染症研究所 6000012070001 - 456 - - - -

6

7

4

5

国立大学法人東京
大学

5010005007398 - 748 - - - -

10

11

8

9

国立大学法人熊本
大学

2330005002106

多剤耐性HIV変異株に強力
で高い中枢神経系透過性
を有する新規抗HIV薬の開
発

228
随意契約
（その他）

- 100％ -

国立大学法人東京
大学

5010005007398
Ｂ型肝癌における自然免疫
の機能解明とその制御によ
る発癌抑止法開発

88
随意契約
（その他）

- 100％ -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立研究開発法人
国立国際医療研究
センター

8011105004456 - 960 - - -

随意契約
（その他）

- 100％ -

国立研究開発法人
国立国際医療研究
センター

8011105004456

人工キメラ遺伝子と肝臓特
異的な輸送担体の開発を
基盤とした肝臓内HBVDNA
不活化を目指した新規治
療法の開発

147
随意契約
（その他）

- 100％ -

2

-

国立研究開発法人
国立国際医療研究
センター

8011105004456

電子カルテ情報活用型多
施設症例データベースを利
用した糖尿病に関する大規
模な臨床情報収集に関す
る基盤的研究

280

国立大学法人熊本
大学

2330005002106

国立大学法人東京
大学

5010005007398

ゲノム網羅的解析によるＢ
型肝炎ウイルス感染の病
態関連遺伝子の同定と新
規診断法の開発

84
随意契約
（その他）

- 100％ -

- 706 - - - -

特定非営利活動法
人日本医療ネット
ワーク協会

7010705001319
全国共同利用型国際標準
化健康・医療情報の収集及
び利活用に関する研究

586
随意契約
（公募）

10 100％ -

国立大学法人大阪
大学

4120905002554

6000012070001
HIV感染防御ワクチン開発
に関する研究

167
随意契約
（公募）

2 100％

学校法人慶應義塾 4010405001654

National Clinical Database
に基づく新しいベンチマー
キング体制の構築に関す
る研究　-次世代型
Evidenced Based Medicine
の基盤形成-

50
随意契約
（公募）

3 100％

国立大学法人熊本
大学

2330005002106
HIVエンベロープの治療標
的構造に関する研究

205
随意契約
（その他）

- 100％ -

- 573 - - - -

国立大学法人大阪
大学

4120905002554

免疫系を保持した次世代
型Ｂ型肝炎ウイルス感染小
動物モデルの開発とその
応用

106
随意契約
（その他）

- 100％ -

国立感染症研究所 -

学校法人慶應義塾 4010405001654 - 452 - - - -

学校法人慶應義塾 4010405001654
原因不明遺伝子関連疾患
の全国横断的症例収集・バ
ンキングと網羅的解析

157
随意契約
（公募）

1 100％ -

-

国立大学法人京都
大学

3130005005532

Ｂ型肝炎の新規治療薬を
開発するための宿主の自
然免疫系の解析に関する
研究

137
随意契約
（その他）

- 100％ -

国立大学法人京都
大学

3130005005532 HIV-1治癒法構築戦略 63
随意契約
（公募）

2 100％ -



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

28
国立研究開発法人
国立循環器病研究
センター

3120905003033
先天性心疾患の長期予後
の視点に基づいた介入の
あり方に関する研究

90
随意契約
（公募）

2 100％ -

26

27

24

25

国立研究開発法人
国立成育医療研究
センター

6010905002126
原因不明遺伝子関連疾患
の全国横断的症例収集・バ
ンキングと網羅的解析

216
随意契約
（公募）

1 100％ -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

--

国立研究開発法人
国立成育医療研究
センター

6010905002126

国際共同治験に基づく小児
稀少難病に対する遺伝子・
細胞治療の実施とその支
援体制の整備

90
随意契約
（その他）

- 100％ -

国立研究開発法人
国立循環器病研究
センター

3120905003033 - 397 - - - -

国立研究開発法人
国立循環器病研究
センター

3120905003033

脳卒中急性期治療に関す
る国内臨床拠点施設を適
切に活用した国際共同試
験の円滑な企画・遂行を目
指した基盤整備研究

158
随意契約
（公募）

1 100％ -


